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I．はじめに

　2006 年に障害者権利条約（Convention of the Rights 
of Persons with Disabilities）が国連総会で採択された．
日本は，同条約に 2007 年 9 月に署名したのち，国内
法の整備を経て 2014 年 1 月に批准に至ったところで
ある．その前文（e）では，障害を固定的・確定的な
ものではなく，社会や時代や文化等により異なるも
のと概念化し，第 1 条における障害者の概念ととも
に，障害の社会モデルの考え方を反映している（川
島， 2010）．障害の社会モデルとは，英国において障
害当事者であるマイケル・オリバーらにより提唱され
た概念であり，伝統的な障害の医療モデルに替わっ
て，障害を引き起こす環境，すなわち障害者が経験す
る経済的・政治的・文化的環境に注目する（バーンズ， 
2011）．
　この中で障害の文化的環境について，Shuttleworth 

and Kanitz （2006）は，3 点の重要な局面があると指
摘する．それらは，①障害の文化的構築，②障害に対
する否定的な社会的反応，③ジェンダー，セクシュア
リティ，階級のような社会的カテゴリーが障害に交差
することの影響である．ここでは，3 点目の中でもジェ
ンダーを取り上げ，障害との交差に着目する．
　Peters and Opacich （2006）は，障害についてのこれ
までの研究が男女の差に着目することなく，健常者と
障害者の比較という視点のみに立脚し障害者に異常の
レッテルを貼ってきたと指摘する．彼女らはさらに，
近年の障害者におけるジェンダーの影響に関する調査
結果から，障害女性が障害男性よりも貧しく，性的虐
待を受けるリスクが高く，教育を受ける機会が少ない
ことを明らかにしていると述べる．
　1975 年の障害者の権利宣言以降国連による障害者
に対する施策が行われてきたが，障害女性について初
めて言及されたのは，1993 年の国連障害者の機会均
等化に関する基準規則である（島野， 2015）。さらに
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前述した障害者権利条約第 6 条は，障害のある女性に
関する条項であり，障害女性の複合的な差別について
言及している．
　このことは，障害者の教育に対しても重要な視点の
転換をもたらす．すなわち障害者の教育においては，
障害だけでなく，複合的に重なるニーズに目を向ける
必要があり，その 1 つがジェンダーであるといえる．
　ところで Hammad and Singal （2015）は，障害のあ
る女子の教育に関するこれまでの研究を注意深く検討
し，先進諸国，また開発途上国ではその焦点が異なっ
ていることを明らかにした．すなわち，北の国々では
学校のカリキュラムや教育機関における経験等，教育
の中でのプロセスや参加のあり方に焦点があてられる
のに対し，南の国々では社会の障害への否定的な態度
や伝統的ジェンダー規範のような障壁との関連で，教
育へのアクセスや入学に焦点があてられると指摘した

（Hammad and Singal， 2015）．
　本稿では，南アジアの開発途上国スリランカの女性，
障害，教育について検討するための基礎資料として，
当該国の女性，障害，教育それぞれの概要及び特徴を
整理し，これらの交点について社会的・文化的文脈の
観点から考察を行う．
　本稿では，関連文献の収集の他，現地における関係
者への面談調査，及び関係機関における資料収集を行
う．
　スリランカは，他の南アジア諸国と比較すると，保
健，教育，所得の 3 側面に関する達成度を測定する人
間開発指標（HDI）における，男女間の格差が小さい 

（UNDP， 2014） 国として知られる．
　スリランカは多民族・多宗教の国家であり，民族構
成はシンハラ 74.9%，スリランカ・タミル 11.2%，イ
ンド・タミル 4.2%，ムーア 9.2%，その他 0.5% であり，
宗教構成では仏教徒 70.2%，ヒンドゥー教徒 12.6%，
イスラム教徒 9.7%，キリスト教徒 7.4%，その他であ
る（Central Bank of Sri Lanka， 2014）．2012 年の国勢
調査結果によると，人口は約 2,027 万人で，そのうち
男性は約 981 万人，女性は約 1,046 万人である．

II．スリランカの女性と障害，教育

1．スリランカの女性
（1）女性の地位と政治
　スリランカでは，1931 年に 21 歳以上の男女による
普通選挙の実施と議院内閣制の導入を行っている．世
界的に見ても，早期から男女平等の政治制度を確立し
た国である．1978 年に成立した憲法には男女平等が
記されている．また国連女子差別撤廃条約を，条約成

立の数カ月後には批准している．
　スリランカは世界で初めて女性の首相シリマヴォ・
バンダラナイケ（Sirimavo Bandaranaike， 在任 1960-
65 年， 1970-77 年）を輩出し，その娘チャンドリカ・
クマラトゥンガ（Chandrika Kumaratunga， 在任 1994-
2005 年）が大統領を歴任した国である．男性支配が
中心的なアジアにおいて，女性の政治的リーダーを輩
出している．しかしながら，リヤナゲ（2007）の調
査によれば，女性政治家たちの政治参画の理由として
95% の回答者が，政治家であった夫や父が殺害され
たもしくは死亡事故に遭遇したために，その後任とし
て政界に入ったという点をあげた．すなわち，女性政
治家は自らの意志で政界に入ったわけではない点に注
意する必要がある．さらに，他の南アジア諸国と比較
すると，スリランカの女性議員の比率は低い（UNDP， 
2014）
（2）女性と社会・宗教・文化
　スリランカ社会では，インド社会の影響を受けなが
ら，女性は，幼児期には父親，結婚してからは夫，老
いては息子に保護されるべき存在と考えられてきた．
伝統的に「男性が外に出て女性は家を守る」という価
値観が根強い（Gamburd， 2002: 176）．そのため，女
性が未婚のままでいるのはよくないと考える傾向があ
り，女性の独り暮らし，単独旅行，深夜の独り歩きは
良くないとされる．カルナラトナはこれを自由と自立
の制約とみるよりも，女性の身の安全を保証すること
がその意識の根底にあると説明する（カルナラトナ， 
1999）．女子の成長過程における親のしつけや，結婚
式の慣習などから，婚姻までの女性の純潔（処女であ
ること）が重視される社会である（高桑， 1998）．
　仏教の教えはシンハラ社会に大きな影響を与えてき
ており，それが女性に対する肯定的な姿勢や価値観を
生み出し，女児の誕生が男児の誕生と等しく価値ある
と見なす根拠となってきた．スリランカの女性は母
親として尊敬され，母を「家庭のブッダ」とみる価
値観がシンハラ社会に浸透している（カルナラトナ， 
1999）．女性は，妻として夫を支え，夫への貞節を守
り，母として子どもの世話をし，主婦として家事，家
庭菜園，夫の仕事の手伝いを通した家計への貢献を果
たすなど，「良妻賢母」という多重の役割を演じるこ
とが求められる．これらの責任を果たす従順な妻や母
が，高く評価される．
　その評価の判断材料のひとつになるのが子どもであ
る．行儀の良い子どもであれば母親は称賛され，不作
法な子どもの母親は恥と辱めを受ける（カルナラトナ， 
1999）．そのためスリランカの母親は子どもを善良な
人間に育て上げることに責任を持ち，それができれば
高い満足感を得られる．外でどのような役職に就いて
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働いていても，子どもの世話や家事は女性がやらなく
てはならない．また，離婚した女性，離婚または別居
した親をもつ子どもに周囲は否定的な態度をとり，彼
らは困難な状況に直面しやすくなる（カルナラトナ， 
1999）．
　学校や大学の教員として，また政府系機関などで比
較的高い役職に就く女性は，講義や会議などの時には
ほぼ必ず伝統的な衣装であるサリーを着用する．サ
リー着用により，生徒や学生，一般の人々から尊敬さ
れ，高い地位についていると見なされる．役職に就く
女性たちは，若く軽はずみな女性にみられやすいズボ
ン姿を敬遠するのである（リヤナゲ， 2007: 211）．
（3）女性の経済参加 :出稼ぎ女性に焦点をあてて
　スリランカ中央銀行によれば，2013 年にスリラン
カ人の海外出稼ぎ渡航者の総数は過去最高の 275,324
人に達し，このうち女性は 118,058 人（42.9%）で
あった．従来スリランカの海外出稼ぎ労働者は，中
東諸国における未熟練労働者と女性家事労働者だけ
で常に半数以上のシェアを占めてきた（Central Bank 
of Sri Lanka， 2014b）．特に女性家事労働者について
は，1997 年に全体の 75% に達する時期もあったが

（Institute of Policy Studies， 2010），近年は，政府が女
性家事労働者の渡航を抑制する政策を導入しているこ
とから，徐々にそのシェアを縮小させている．しかし
それでも女性家事労働者だけで全体の約3割（2013年）
を占める．
　以下では，2009 年 5 月の内戦終結の直前に南部州
ハンバントタ県の農村・漁村地域において，著者らの
1 人である鹿毛が行った実態調査の結果を報告する．
同地域で海外での家事労働者の経験をもつ女性たちの
うち，7 割以上が乳幼児および就学中の自分の子ども
を一人以上残して，海外出稼ぎを実行していた （鹿毛， 
2014）．聴き取り調査のなかで女性たちは，初めての
出稼ぎの理由について，増改築や水回りのリフォーム
を含む家屋建設，無収入，経済的困難，子どもの食費
と教育費拠出などをあげていた．
　さらに，2007 年に実施した都市部の貧困地域に居
住するタミル人女性に対する聴き取り調査では，「両
親に資産や経済力がないため，自分の力でダウリー（結
婚に際しての女性側支度金）を準備する」という回答

も多く見られた．以上のように女性たちを海外出稼ぎ
に駆り立てた理由の大半は，自国の自宅の家事育児に
関するもの，将来の結婚準備，貯蓄であった．
　過去 10 年の間に，スリランカ女性の海外出稼ぎ労
働者，特に家事労働者の中東諸国を中心とする受入れ
国での不当な扱いなどの問題について社会的な認識が
高まった．一方，政治やメディアの世界では，出稼ぎ
女性が家族を残してきたことに対する「罪」の意識，
父親や子どもたちへの悪影響，出稼ぎ先での女性の「不
品行」などが取り上げられている（ヘルマン - ラジャ
ヤナヤガム， 2012）．これは伝統的な女性役割を逸脱
した女性に対する，社会の否定的な見方のあらわれと
見ることもできよう．
　女性の国内労働市場への参入に目を転ずると，かつ
ては，数少ない女性の国内労働市場への参入を促す
方策として，農村出身の若い女性を自由貿易地区に
ある輸出向け縫製工場で雇い入れる政策がとられた

（Hewamanne， 2008）．2013 年における女性の労働力
参加率は 35．6% に達し，男性の場合は 74.9% であっ
た（Central Bank of Sri Lanka， 2014b）．女性の労働力
参加率は 1990 年代からそれほど多くの増加は見られ
ない．この数年あまりの間に，コールセンターでの業
務などの深夜労働を可能にするため，労働時間に関す
る規制緩和の取り組みが進められている．しかしなが
ら現在のところ，他の南アジア諸国と比較して，スリ
ランカの女性の労働力参加率が突出して高いわけでは
ない（UNDP， 2014）．

2．スリランカにおける障害
　2012 年の国勢調査結果によると，5% 標本調査によ
る 5 歳以上の人口に占める障害者の割合が 8.6%，全
男性に占める障害男性の割合が 7.6%，全女性に占め
る障害女性の割合が 9.5% であった （Ministry of Social 
Welfare and Empowerment, n.d.）．2012年の国勢調査は，
国連のワシントン・グループ 1）による質問項目，す
なわち視覚（Seeing），聴覚（Hearing），歩行（Walking），
認知（Congnition），セルフケア（Self-care），コミュ
ニケーション（Communication）を採用している．
Table 1 に各項目別の障害者の割合を示す．
　1996 年に制定された「障害者の権利保護法第 28 号

　Table 1　5% 標本調査から推定される障害者の割合（%）

5 歳以上人口
（人）

障害者
人口 視覚 聴覚 歩行 認知 セルフ

ケア
コミュニ

ケーション
男 9,808,362 7.6 4.6 1.9 3.1 1.6 1.0 1.0
女 10,463,102 9.5 5.9 2.3 4.7 2.1 1.2 1.0
計 20,271,464 8.6 5.3 2.1 3.9 1.9 1.1 1.0

 出所：Ministry of Social Welfare and Empowerment（n.d.）
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（Protection of the Rights of Persons with Disabilities Act, 
No.28）」で，障害者とは「先天的であるか否かに関わ
らず，身体的，精神的能力の欠如の結果，自身の生活
上の必要事項を完全に又は部分的に満たせない人を指
す」と定義されている．具体的な障害種別は，視覚障
害，聴覚及び言語障害，上肢障害，下肢障害，他の身
体障害，精神障害の 6 つに分類されている．
　スリランカでは 2009 年の内戦終結まで正確な人口
統計をとることが困難であったが，終結後も障害者の
情報に関しては正確な情報は皆無に等しい．ただし，
人口統計・国勢調査においてデータ収集過程において
障害者が的確に把握されていないという懸念は，世界
的に従来広く表明されてきている（森， 2013）。
　2015 年にマイトリパラ・シリセナ新政権に交代し
た後，障害者団体及び有識者は，障害者統計に関して
ワシントン・グループの方式ではなく，世界保健機構

（World Health Organization: WHO）が国連障害者の
権利条約の監視のための指標として開発した，Model 
Disability Survey （MDS） を導入しようとはたらきかけ
ている 2）．
　スリランカは国連の障害者権利条約に，2007 年に
署名したのみで，批准には至っていない．今後，起草
後 10 年間制定されていない障害者法を制定し，障害
者施策に対する具体的な施策が明記された国内法を整
えた上で，国連の障害者権利条約の批准に至ることが
予想される．

3．スリランカの教育
　スリランカの現行教育制度は，小学校 5 年及び前期
中学校 4 年の義務教育，及び後期中学校 2 年，高等学
校 2 年である（ラタナヤカ， 2013）．就学年齢は 5 歳
であり，小学校終了時の「5 年生奨学金試験」，後期
中学校修了時点の「一般教育証明書普通レベル（O レ
ベル）」，高等学校修了時の「一般教育証明書上級レベ
ル（A レベル）」といった全国統一試験により，有力
校への進学，上級課程への進学の可否が決まる．この
ように各段階の修了時点で統一試験を受けて合格する
必要があるため，教育はきびしい学歴競争の場となっ
ている．
　教育への政府の関与の度合いは高い．91% を占め
る公立学校（government schools）に 92% の生徒が通
学し残りは，私立 3），ピリヴェナ（僧侶養成校），投
資庁管轄のインターナショナルスクールに通学する

（World Bank， 2011）．インターナショナルスクール以
外は国の統一カリキュラムを履修する．学校の 96.6%
は共学である．
　2012 年の国勢調査結果によれば，5% 標本調査によ
る 5 歳以上の人口において，未就学が 3.8%，小学校

終了が 23.6%，前期中学校終了が 40.7%，後期中学校
修了が 17%，高等学校修了が 12.3%，大学学位取得
以上が 2.7% を占めている （Ministry of Social Welfare 
and Empowerment, n.d.）．
　スリランカの学校には管轄機関，所在地（都市
部，農村地帯，紅茶農園），設置学年などによる教育
の質の差が顕著に見られる．2013 年の教育省統計で
は，公立学校の中で施設設備の整った中央政府立学
校 （national schools） が 350 校 （3.5%），州政府立学
校 （provincial schools） が 9662 校 （96.5%） であった

（Ministry of Education， 2013）．公立学校は教育を受け
られる学年と履修できる課程により，4 つの類型に分
けられる．すなわち，小学校と前期中学校の義務教育
しか受けられない学校（3 型），中学校後期までの学
校（2 型），高等学校まで受けられ文系のみの学校（1C
型）及び文系と理系の両方が受けられる学校（1AB 型）
である．1AB 型校の多くは西部州などの都市部に偏
在し，農村地帯にある学校では特に理系科目の教員の
欠員が常態となっており，教育の質に影響を及ぼして
いる（Jayaweera and Gunawardena， 2007）．

III．スリランカの女性と障害，教育の交点

1．スリランカの女性と教育
　世界銀行 （2011）によれば，5 年間の初等教育を終
了するのは男女ともに 100% に近い．9 年間の義務教
育終了者の割合については 2009 年には，男女あわせ
91% に到達しており，女子の方が男子をわずかに上
回っている．後期中学校への就学率は 2006/07 年度に，
男子が65%，女子が69%と女子の方が高かった （World 
Bank， 2011）．
　一方，学校教育から排除される子どもにおけるジェ
ンダーについてはどうであろうか．UNICEF Sri Lanka 

（2013）は，初等教育から排除される子どもとして，
紅茶農園，最貧困地域の子どもをあげ，ジェンダーに
よる差が見られないことを指摘した．また，中等教育
から排除される子どもについては，全体としては女子
より男子が多く，男子の児童労働への従事の可能性が
疑われること，さらに年齢が上になるほど，さらに貧
困家庭の子どもの方が多く脱落していること，その一
方で唯一紅茶農園地域では男子より女子の方が脱落し
ていると指摘している．なおこの報告では，内戦復興
地域については分析の対象としていない．
　このように，女子の就学率に関しては，一部の地域
を除いて，男子よりも良好であるのがスリランカの特
徴である．
　しかしながら女子の教育の質について Jayaweera 
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（1999）は，数値の上では教育におけるジェンダー格
差は見られないものの，その中身を検討すると体験学
習の制限などにより女性の教育の質が低いと指摘して
いる．

2．スリランカの女性と障害
　障害に関する国の施策であるスリランカ国家障害計
画 （Ministry of Social Welfare， 2003） は，WHO コンサ
ルタントとして CBR（Community-based rehabilitation: 
地域に根ざしたリハビリテーション）概念の普及に取
り組んだパドマニ・メンディス氏を委員長に，社会事
業局，教育省特殊教育担当者や障害当事者を委員とし
て，2003 年に策定された．国の政策文書の枠を超え
た，優れた啓発文書として読むことも可能な内容を備
える．
　スリランカ国家障害計画では，「周縁化された集団
の中でさらに周縁化された集団（Marginalized group 
within the marginalized group）」として，障害のある女
性，障害のある子どもに言及するとともに，女性と障
害に関する独立した項目を設定している．この項目で
は，障害女性が著しく差別されている点，雇用される
障害者の割合を性別で見ると，男性が 22% であるの
に対し女性は 8% に過ぎない点を指摘している．
　スリランカ国家障害計画に記載された，障害女性へ
の否定的な社会の態度に関する記述を以下に記す．

　障害女性は社会からの圧倒的に否定的な態度に遭遇
する．そのため障害女性の家族は，障害女性を拒否し
スティグマを負わせる社会から彼女らを保護しようと
する．社会的な虐待だけではなく，性的な虐待からも
障害女性は守られる必要がある．障害女性の福利にさ
まざまな側面から責任をもつ家族や関係機関担当者
は，男性との性的関わりから彼女らを「保護」しよう
とする傾向がある．保護は過度の保護に安易に結びつ
き，ときには別の視点から見ると抑圧となる．これに
ついてある障害女性は，「私たちには教育，仕事，結
婚のいずれの機会も与えられないのか．それでは私
たちの未来はどうなるのか．」と話した．（Ministry of 

Social Welfare, 2003, pp.24-25）

　障害女性への否定的な社会の態度の実例として，古
田（2004）は，知的障害者施設に居住する女性障害
者の実態について報告している．それによれば，ある
施設では女子ホームの入り口は鉄鎖で日中も施錠され
ており，女性の施設職員からは，入所者が外に出る機
会はほとんどないという聴き取りが得られた．古田

（2004）はこれらの例が，女性を保護するべき対象と
見なす，欧米とは異なる文化的文脈による障害女性に
関する処遇であると指摘している．
　障害女性への否定的な社会の態度として，さらに，
障害女性が家庭，コミュニティ，職場，社会で受ける
セクシャルハラスメントや性的搾取の問題はかなり深
刻なレベルであるが，事案が隠され問題が明るみに
なっていないという聴き取りが得られた 2）．

3．スリランカの障害と教育
　障害者の教育の歴史は，植民地であった 1912 年に
コロンボ郊外ラトマラーナでの盲・聾学校の開設に始
まる．独立後は各地で特別学校（Special School）が
創設される一方，1970 年代からは公立学校での特別
学級（ユニット）設置校が増加した．このように，ス
リランカは特殊教育の蓄積を有する国である．特殊教
育は，1970 年に開始した国による特殊教育教員養成
課程の障害種別と同様，視覚障害，聴覚障害及び知的
障害の 3 種別を主たる対象としてきた．
　しかし，特殊教育の制度で教育を提供できるのは，
障害児の中の一部に過ぎない．また，従来の特殊教育
の制度では，肢体不自由，病弱や重度で重複した障害
のある子どもや発達障害のある子どもには対応がほと
んど行われていなかった．
　これに対し国際動向の後押しを受け，特殊教育から
通常学級におけるインクルーシブ教育への移行が，前
述のスリランカ国家障害計画（2003）でも提言され
ているところである．しかしながら，前述したように
学校がきびしい学歴競争の場であると我が身を通して
体験している両親は，わが子の小学校入学を問題外と

Table 2　ジェンダー別障害者の教育経験・収入

教育レベル
ジェンダー

月収（Rs.）
ジェンダー

男性（%） 女性（%） 合計（%） 男性（%） 女性（%） 合計（%）
5 学年以下 24 28 26 1000 以下 7 12 8
5 学年 7 11 8 1001-1500 11 31 15
6 － 9 学年 31 30 31 1501-3000 30 31 30
O レベル 30 21 26 3001-6000 41 24 37
A レベル 7 9 8 6000 以上 11 2 9

出所：Ministry of Social Welfare（2003）
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考える場合も多い （古田， 2013b）
　
4．スリランカの女性と障害と教育の交点
　スリランカ国家障害計画 （2003） では，障害者の教
育経験に関して次のように述べている．すなわち，障
害女性は障害男性の 63 ～ 71% 相当しか就学した経験
をもたず，就学経験があるとしてもその教育レベル
は低い．同計画では，Table 2 に示すように貧困に直
面する障害女性の割合が障害男性よりも多く，1 日 1
ドル以下で生活する障害男性が 48% であるのに対し
障害女性では 74% であると報告している （Ministry of 
Social Welfare， 2003）．
　次に，就学している障害児におけるジェンダーにつ
いて，スリランカ国家障害計画は，「2001 年に就学し
ていた全生徒中，男子が 49．9%，女子が 50.1% であっ
たのに対し，障害のある生徒では男子が 2.78% であ
り，女子が 1.96% であった」ことを指摘し，男女比
の逆転に懸念を表明している．同計画は，障害のある
女子の就学率が低い理由として，家族が障害のある女
児を偏見から守ろうとする点，また障害のある女児の
教育への投資は無駄であると家族が考える点を指摘し
つつ，同時にこのような家族の態度は近年変化しつつ
あると述べている．
　この点について，以前は障害女児というだけで家に
隠されていたが，最近は障害女児に対しても教育が必
要であると両親が考えるようになり，学校に通うため
の登録をしようという動きが高まっているという聴き
取りが得られた 2）．
　地方分権が行われるスリランカでは，教育省で特
殊教育を管轄するノンフォーマル・特殊教育部が提
供できるのは，各州の概況に関する統計に限られ
る．そこで，首都を含み人口がもっとも多い西部州の

「2015 年特別ニーズ児統計 （Department of Education， 
2015）」4）を収集した。これによると，特別ユニット
に通学する生徒の内訳は，男子が 850 人，女子が 550
人であった．この統計に記述されていた障害種別のカ
テゴリーは，視覚障害，聴覚障害，知的障害の 3 種に
加えて，ダウン症，自閉症，多動症，重複障害，てん
かん，学習障害，脳性麻痺，肢体不自由，言語障害，
その他であった．これらの障害種別の中に，男子の多
い障害であることが広く認識されている自閉症，多動
症，学習障害が含まれていることには注意を要する．
　

Ⅳ．まとめと考察

　スリランカは，表層的には男女平等の国であり，女
性に対する差別は顕在化していない．しかしながら，

家族を基盤におく文化の中で，家庭を守るなどの伝統
的なジェンダー役割が女性にのみ期待され，女性の単
独行動の忌避が安全の保証と結びつけられているな
ど，ジェンダーに基づく行動様式が社会的・文化的に
埋め込まれている．このような特質については，隣国
インドと比較したときに一層際立つ．すなわちインド
では，男児を強くのぞむ文化を背景として出生前診断
による選択的中絶により男女の割合が非対称となって
おり，女性の識字率が低いなど（Ghai， 2006a），女性
差別がより顕在化している．
　障害女性が障害男性と比べて教育，雇用面で不利な
状況におかれていることを国の政策文書が文化的文脈
に沿って明らかにし，障害女性の問題点に言及してい
ることは特筆すべきである．障害女性への過度の「保
護」に関して，Ghai（2006b）は，インドで障害女性
が性とはまったく無関係の存在として把握されるこ
とが少なくないこと，そのことが障害女性を「保護」
するよりも危険にさらすと指摘する．さらに Ghai

（2006b）は，インドでの，障害女性を受動的で依存
的な存在として位置づける標準化された基準について
は疑問を呈する必要があるが，インドにおける家族が
相互依存的であるという文化的文脈を考慮すると，そ
れは障害女性の「独立と自治」を強調すればすむ話で
はないと述べる．このような指摘は，西欧のモデルの
導入ではなく，各国固有の社会的・文化的状況にさら
に目を向け分析する必要があることを示している．
　スリランカでの女性に対する「保護」に関しては
前述のカルナラトナ（1999）の他，高桑（1998）が，
女性の地位や行動力に直接結びつけることは正しくな
く，交通やトイレの問題と関連づけてとらえる必要が
あると述べている．障害女性への「保護」については，
女性のための安全の保証，交通などの問題を避けるた
めの「保護」と同じ枠組みでとらえられるのか．女性
であり障害があるという二重の周縁化におかれること
が，障害女性の「保護」にどのような影響を与えるの
か．この点について，今後さらに解明する必要がある．
　スリランカでは学校教育を受けることについて，女
性であることによる不利は，少なくとも表面的には見
られない．しかし，障害のある女性の教育の場合，そ
の実態は十分に把握されているとは言い難い．現地で
入手した教育統計から，就学する児童の男女別の実数
に現時点でも相当な差が見られることを報告した．し
かしながら，その理由を検討するときに，障害女児へ
の偏見と家族の「保護」という要因に着目するだけで
は不十分であると考えられる．なぜなら，特別ユニッ
トに通学する生徒の障害種別には，男子の多い障害で
あることが広く認識されているものが含まれているか
らである．このような性比不均衡の障害判定の背景に
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ジェンダーの影響 5）が見られることが指摘されてい
るところでもある（古田， 2013a; 古田， 2014）．
　本稿では，スリランカにおける障害児の性比不均衡
とジェンダーについて検討することは到底できない．
ここでは，障害の出現率が男女同一という前提にたっ
て女子の就学率の低さを検討することは誤りであり，
注意深い判断が求められることを指摘するにとどめ
る．教育における障害判定の実態についても，今後さ
らに検討する必要がある．
　女性，障害，教育の交点における問題状況は複雑で
ある。本稿では，Hammad and Singal （2015） が指摘
したように，開発途上国スリランカの障害への否定的
な態度や伝統的ジェンダー規範との関わりで，教育へ
のアクセスや入学に焦点をあてた．本稿のように一国
に焦点をあて，社会的・文化的文脈に着目しながら整
理することには，一定の意義があると思われる．

Ⅳ．要約

　障害者の教育においては，障害のみに目を向けるの
でなく，複合的に重なるニーズに目を向ける必要があ
る。本研究は，障害の文化的環境について考察する上
で重要な側面である，ジェンダーと障害について，さ
らに教育とのかかわりで検討した．具体的には，南ア
ジアの開発途上国スリランカをとりあげ，女性，障害，
教育それぞれについて記述し，これらの交点について
考察した．その結果，第一に，スリランカは表層的に
は男女平等であるが，行動様式にはジェンダー規範が
埋め込まれていることを示した．第二に，国家障害計
画に示されるように障害のある女性への否定的な態度
が，家族による「保護」に結びついていることを示した．
第三に，障害のない女子が男子よりも就学率が高いの
に対して，障害のある女子の場合は，障害のある男子
よりも就学者数が少ないというデータが得られた．し
かし，この理由については，家族の「保護」，障害の
ある生徒における性比不均衡という 2 つの側面が考え
られるため，注意深い検討が必要であることを示した． 
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注

1） 2001 年に国連統計委員会が立ち上げた国際的専門家
グループ．ICF（国際生活機能分類）や社会モデルの
方向性に沿い，障害の原因の如何にかかわらず，困難
という帰結に着目している（森，  2013）

2） 元 WHO コンサルタントのパドマニ・メンディス氏に，
2014 年 3 月 11 日及び 2014 年 8 月 9 日に面談を行っ
た結果より．

3） 私立学校には，障害者のための特別学校の中で教育省
に登録した学校が含まれている．

4） 2015 年 8 月に西部州教育事務所で特殊教育担当局長
から直接収集．

5） ジェンダーの影響とは，社会の中で男子の乱暴な態度
が許容されるため男子の障害は発見されやすい反面，
女子は大人しいふるまいが期待されるジェンダー役割
により障害が発見されにくいことを指す．
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